
令和６年度 都道府県中小企業者調達推進協議会・
官公需確保対策地方推進協議会 合同会議

青森県の官公需施策について

青森県経済産業部経済産業政策課
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１ 令和４年度契約実績

■青森県における官公需契約の実績額（比率）
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うち新規中小企業向

１億４,９６６万円

新規中小企業比率０.１％

全体

１,５４８億７，４２１万円

対前年度 １１０.９％

うち中小企業向

１,２９５億８,９１３万円

中小企業向比率８３.７％



全 体

■青森県における官公需契約の実績額の内訳（比率）
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・物件 １８０億４,６９１万円 （ ３２２.３％ ）
・工事 １,０１４億９,５６９万円 （ ９８.５％ ）
・役務 ３５３億３,１６１万円 （ １１３.８％ ）
計 １,５４８億７,４２１万円 （ １１０.９％ ）

・物件 ９０億７,８１３万円 （ ５０.３％（４７.２％））
・工事 ９５９億８,１３８万円 （ ９４.６％（９６.０％））
・役務 ２４５億２,９６２万円 （ ６９.４％（７３.４％））
計 １,２９５億８,９１３万円 （ ８３.７％（８９.０％））

・物件 ４,７４２万円 （ ０.３％ （０.２％））
・工事 ３,２９９万円 （ ０.０％ （０.０%））
・役務 ６,９２５万円 （ ０.２％ （０.２％））
計 １４,９６６万円 （ ０.１％ （０.１％））

うち中小

企業

うち新規

中小企業向

（対前年度）

（中小企業向比率（前年度））

（新規中小企業向比率（前年度））



■過去５年間の中小企業向契約比率の推移
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２ 青森県の取組

●地域要件の設定、予定価格に応じた等級格付区分の限定などを行っている。

●入札参加資格審査において官公需適格組合への特例を設けている。

●地域貢献度や県産資材の活用等を総合評価における加点項目としている。

●予算の繰越し、債務負担行為の設定、発注見通しの公表、早期発注、分離・分割発注、納入条件の

明確化などに努めている。

●人件費比率の高い役務契約については、業務内容に応じて部分払を行うよう配慮している。

（１）青森県中小企業振興基本条例

●平成１９年１２月１９日に中小企業の振興を図るため、条例を制定した。

●条例で県の責務を規定し、中小企業者の受注機会増大に努めている。

●条例を定めることで、中小企業振興の位置づけを明確にし、県の施策に活かしている。

（２）入札参加条件や納期等
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●入札に際し、過去の実績を過度に求めず、下位等級者の参加を認めるなどの取組を行っている。

●新商品の開発や新事業創出に取り組む県内企業等が開発し製造する新商品を県が認定することにより、

レッツＢｕｙあおもり新商品として、随意契約により購入することができる制度を設けている。

●物品調達契約のうち、１件の予定価格が50万円を超えないものは、立ち合いの不要なオープンカウン

ター形式の方法により行っている。

（３）ダンピング防止対策・適切な予定価格の作成等

●ホームページ等での周知、公共工事入札における入札金額内訳書の提出を求めている。

●需給の状況、原材料・人件費・燃料費等の最新の実勢価格等を踏まえた積算に基づく予定価格の

作成を行っている。

●公共工事の請負契約約款にスライド条項を設け、賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更

を行うことができる。

●低入札価格調査制度、最低制限価格制度を導入している。

（４）新規中小企業者の受注機会の増大

６



●青森県中小企業団体中央会、青森県官公需適格組合運営協議会から、連名で知事等への

要望書が提出されている。

●要望については各担当課において内容を検討し、各団体に回答をしている。

① 官公需施策の一層の充実

② 地域中小企業者の受注機会の増大と適切な価格転嫁の実現

③ 官公需適格組合への理解と活用

④ 官公需適格組合の適正な評価と特例制度の積極的な採用

（５）災害協定を締結する石油組合に係る受注機会の増大

●災害協定を締結している石油組合が県下一円に傘下の販売店を有し、随時大量かつ安定的に燃料油

の供給ができることから、公用車用燃料について、本庁を含む地区において随意契約している。

（６）知事等への要望に関する対応
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